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施策番号 施策名 実施府省 AP
特定分野 備考

1 エ・経０１ ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発 経産省 エネルギー

責任省庁を文科省
とした連携施策2 エ・文１２ スピントロニクス技術の応用等による極低消費エネル

ギーICT基盤技術の開発・実用化 文科省 エネルギー

3 エ・文０７ 創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイス
の開発 文科省 エネルギー

4 エ・経０５ 超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技
術開発 経産省 エネルギー

5 エ・経１３ 次世代型超低消費電力デバイス開発プロジェクト 経産省 エネルギー

6 次・総０４ サイバーセキュリティの強化 総務省 次世代
インフラ

経産省との連携施
策

7 エ・総０１
「フォトニックネットワーク技術に関する研究開発」及
び「超高速・低消費電力光ネットワーク技術の研究
開発」

総務省 エネルギー

8 エ・総０２ テラヘルツ波の利用による超高速・低消費電力無線
技術および高効率高周波デバイス技術の研究開発 総務省 エネルギー

9 エ・経０３ 次世代スマートデバイス開発プロジェクト 経産省 エネルギー

10 次・総０５ ビッグデータによる新産業・イノベーションの創出に向
けた基盤整備 総務省 次世代

インフラ
経産省・文科省と
の連携施策
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１．【エ・経０１】ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発
２．【エ・文１２】スピントロニクス技術の応用等による

極低消費エネルギーＩＣＴ基盤技術の開発・実用化
３．【エ・文０７】創発現象を利用した革新的超低消費電力

デバイスの開発
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上記連携施策推進にあたってのキーポイント（注力する技術開発、補足すべき技術開発、整理すべき規制
緩和等）についての、構成員の助言、提案（プレゼン）。

第一回ＷＧ（１２月１６日）における意見
・ 適用先のアプリケーション（を明確にすること）
・ 特定のデバイス部分だけでなく、全体のバランスを考えた出口戦略を考える必要がある。

第二回ＷＧ意見

【連携施策】
・「ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発」
・「スピントロニクス技術の応用等による極低消費エネルギーＩＣＴ基盤技術の開発・実用化」
・「創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイスの開発」

目次

１） 連携性（テーマ性（将来のエネルギー消費増への解）、アウトプット時期）についての整理

２） 各テーマのキーポイントについての助言、提案

① ノ―マリーオフコンピューティング基盤技術開発

② スピントロニクス技術の応用等による極低消費エネルギーＩＣＴ基盤技術の開発・実用化

③ 創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイスの開発

３） 出口戦略についての意見
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１）連携性についての整理

サンプル出荷

スピントロニクスを適用した半導体チップの市場規模

【エ・文12】スピントロニクス技術の応用等
による極低消費エネルギーICT基盤技術
の開発・実用化

消費電力を10分の1にした電子機器の実用化

消費電力を100分の1にする次世代情報
デバイスを実用化

【エ・経0１】ノーマリーオフコンピューティ
ング基盤技術開発

サンプル出荷

消費電力を1000分の1に抑制する
次々世代技術を用いたデバイスの実用化

（WSTS（世界半導体市場統計）2013年春期半導体市場予測より試算）

消費電力を1000分の1に抑制する
次々世代技術を確立

【エ・文07】創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイスの開発

同時期のアウトプットである。
「ノ―マリーオフコンピューティ
ング基盤技術」の取り組みが
デバイスとしての出口／間口
を広げる役割。「スピントロニク
ス技術・・」が材料、プロセスの
基盤技術確立を進め、次世代
への展開と実用化を確実にす
る、というように二件の役割を
明確にした連携が望ましい

①スケジュール面から

ＩＴＲＳロードマップ
生産時のDesign Rule予測（概略値）

2015年20‐22nm 2020年10‐13nm 2025年 6.5‐8nm

で

先行の二件との連携には、本取組での基本性能や動作条
件、動作が可能なディメンジョンなど、デバイス検討に必要
な数値や指標、必要環境について、現状のレベルと目標値
実現までのスケジュール設定が必要である

流

先行のノ―マリオフコ
ンピューティングより早
いサンプルである。役
割、意義付けについて
検討要。実用化に向
けて応用先とデバイス
のデザインルールの関
係を見通しておくべき。

？

スピントロ二クスを適用
した革新的性能/機能
を持つ先端半導体実
現と実用化には、チッ
プ基盤技術、材料技術
開発と、目的機能を十
分に発揮させるための
新しい構成、回路技術、
ソフトウエア、及びイン
ストールのための基盤
技術の研究開発が二
件の連携として網羅さ
れることが望ましい。

どのような仕様で、何
を示すサンプルか？

えれ

この時期の設定であれ
ば、ICTと社会の関わり、
エレクトロニクスの動向
からターゲットを常に見
直す必要がある。
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１）連携性についての整理
②目的、出口への対応から

エネルギー利用の高効率化及びスマート化
デバイス、システムの超々低消費電力化

動作時の
電力削減

待機時の
電力削減

デバイス、システムの基
本動作を低電力化

要素、デバイス、回路の
待機時消費電力削減
（トランジスタのリーク削減、監
視デバイスの低電力化など）

動作中のデバイスから
待機部分や待機時間を
抽出し、不揮発素子を
用いて低電力化

回路/システムが比較的
長い待機からの立ち上
がる際の効率化

次世代超低消費電力デバイス開発

超低消費電力型光エレクトロニクス
実装システム技術開発

ノーマリーオフコ
ンピューティン
グ基盤技術

デバイスの超低電圧動作、
超微細加工・材料技術

素子内、素子間、基板間の
信号伝達、授受を光エレク
トロニクス実装によって行う

プロセッサの多階層のキャ
シュメモリの不揮発素子化
を可能とするアーキテク
チャ、設計技術開発

プロセッサのアクティビティ
局所化（パワーゲーティン
グと不揮発メモリ融合）技術
開発。

革新的不揮発要素素子の
材料、プロセス、デバイス技
術開発

スマートシティ・センサーネッ
トワークシステムの全体とサ
ブシステムの効率動作を可
能とするソフトウエア開発

システムの低消費電力化を実現
（多数のサブシステムの動作、待機状態
を最適制御するソフトウエア開発とプ
ラットフォーム化）

スピントロニク
ス技術の応用
等によるごく
低消費エネル
ギーICT基盤
技術の開発・
実用化

創発現象
を利用した
革新的超
低消費電
力デバイス
の開発

デバイス、回路、
基板からの
アプローチ

システムからの
アプローチ

課題
• 出口目標のアプリケーションに要
求される技術世代の半導体と置き
換え可能性（ベンチマーク）追求
（性能/機能、集積規模/サイズ）

• 不揮発デバイスとしての必要仕様
を満たせるか？

• 半導体プロセスとの融合
磁性材料の導入、使いこなし
デザインルールとの整合性は？

• 半導体技術世代に関わらない、新
しい出口、アプリケーションの探求

• ノーマリーオフコンピューティング
基盤技術の大きな役割と重要性

既アプリケーションへの革新 and/or 新しいアプリケーション創出
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２）各テーマのキーポイントについての助言、提案

①ノ―マリーオフコンピューティング基盤技術開発

• 「不揮発性素子の基本素子の研究開発」に加えて、「半導体チップあるいはロジック・メモリのモジュールが有効に機能する
ためのアーキテクチャーや新規回路構成、そしてソフトウエアの開発など」を合わせて、デバイス/回路視点で出口拡大に
取り組んでいる。しかし、開発項目は極めて多岐にわたり、かついずれも今後のアプリケーションが要求する半導体微細化
世代で実現可能性を得ることは、大変高いチャレンジのように思われる。 素子そのもののプロセス・デバイス開発
では「スピントロニクス技術」との連携、協力をより密にして出口突破と次世代展望を得ること。後者は、技術確立済みの不
揮発デバイスを使用して実機による出口デモを行うこと、あるいは出口での既存半導体SOC、MPUまたはMCUとのベンチ
マークで優位なターゲットに絞って見るのはどうか。

• スマートシティ・センサーネットワーク低電力化では、大きなシステムを想定しそのサブシステムや分枝部分の待機や稼働を
総合的にコントロールし、効率化を果たすソフトウエア技術開発が行われる。ノーマリーオフコンピューティング基盤技術の
両輪として、不揮発性素子の「新しい応用出口」の期待がある。一方の要素素子技術・集積回路化技術と同様に強力に推
進していただきたい。今回の資料記述ではあまり明確ではなかったが、開発スケジュールと開発責任母体をより明確にし、
フォローの体制を構築する必要がある。

②スピントロニクス技術の応用等による極低消費エネルギーＩＣＴ基盤技術の開発・実用化
• 具体的な取り組み内容、中間段階の評価指標が提出されており、「基盤技術確立」時に半導体素子として適用すべきデザ

インルール（40nm以下の微細化世代、20nm素子サイズ）の認識にはほぼ同意できる。

• 大量生産を基本とする半導体プロセスでは均一性や再現性確保へ材料科学的取り組みが不可欠であった。磁性体材料

を半導体プロセスへ持ちこむ観点では、従来の半導体プロセスの管理レベルとは異なる厳しい要請になる可能性がある。

この取り組みの中で、半導体プロセスに必要な磁性材料の取扱い仕様、管理の課題抽出と解決の見通しを得ていただき

たい。本件は材料メーカ、装置メーカとの協力体制が重要である。

• スマートシティ・センサーネットワーク低電力化等の応用領域のうち最先端の微細化デザインルールを必要とはしない領域

に関しては、最先研究開発支援プログラム（2010～2013)の成果活用の観点で「ノーマリーオフコンピューティング・・・・」との

連携、協力をお願いしたい。

• 約束している数値、スケジュールは高い目標であり、実施内容にも実証試験、実用化技術の確立など大変厳しい文言があ

る。他のプロジェクトに比して予算的な配慮が必要ではないか。
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３） 出口戦略についての意見

• 実際に出口となる応用製品を実現するために、製品化時期のアプリケーションがデバイスに求めるデザイン
ルール（微細化の世代とそれに裏付けられた性能）を認識する必要がある。アプリケーション分野によって異
なるが、携帯端末などコモディティ化した製品では最先端の微細化半導体が用いられており、置き換えに必
要な技術チャレンジは高い。技術を見通せる成果を望む。

• アプリケ―ションそのものを新規に開発して市場に問うためには、デバイスの性能もさることながら、其のアプ
リケーションの魅力が重要である。このような取り組みのためには、比較対象の応用セット/システムの半導体
性能やデザインルールを常に眺めながら、システム・セット分野と協調体制を構築する必要がある。但し、材
料、デバイス側のイニシアティブが大事である。

• ノ―マリーオフコンピューティング基盤技術開発において、デバイス側の開発と両輪をなしているシステムサイ
ドからの取り組み（スマートシティ・センサーシステムを採り上げたソフトウエアを中心とする取り組み）、すなわ
ちシステムでのノ―マリーオフコンピューティングについてはデバイス側開発と同様かむしろ加速した開発を
進められたい。「新しいシステム」は出口戦略として極めて有効である。 比較的長い待機時間の後の立
ち上がりを効率よく行うといった領域は、自動車の始動、PC作成画面の保存、生体情報の取得など、調査に
よって様々なシステムや活用シーンで「要望」に接することができるのではないか。センサーのカスタマイズが
必要だが、それ以降のシステムを構成するハード、ソフトはプラットフォーム化できるのではないか。半導体の
デザインルールからの制約を緩め、出口を広げる戦略として有用であり、異分野からの「要望」をサーチする
機会が重要である。

• 創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイスの開発では、実用化に向けたプロトタイプデバイスの最低
限の基本性能や動作条件を明らかにし、橋渡し研究への円滑な移行につなげることが望まれる。

③ 創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイスの開発

• 現状実力でデバイスとしての達成（可能）数値、および目標数値を記述すべき。

• 基本性能や動作条件、デバイス化が可能な基本素子のディメンジョン、プロセス環境など、デバイス検討に必

要な数値、指標について提示してほしい。

• 現状と目標のGapについて認識できることが望ましい。
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４．【エ・経０５】超低消費電力型光エレクトロニクス
実装システム技術開発

５．【エ・経１３】次世代型超低消費電力デバイス開発プロジェクト
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上記連携施策推進にあたってのキーポイント（注力する技術開発、補足すべき技術開発、整理すべき
規制緩和等）について，構成員の助言，提案（プレゼン）を行う．

第一回ＷＧ（１２月１６日）における意見
・ 適用先のアプリケーション
・ 特定のデバイス部分だけでなく，全体のバランスを考えた出口戦略を考える必要がある

第二回ＷＧ意見

【経産省施策】
・【エ・経０５】超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発
・【エ・経１３】次世代型超低消費電力デバイス開発プロジェクト

● 各テーマのキーポイント（テーマ性，アウトプット時間）についての助言，提案

④ 超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発

⑤ 次世代型超低消費電力デバイス開発プロジェクト
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基板間での光エレクトロニクス化の効果は実証されている．また，半導体チップ
内にまで及ぶ開発目的については「光エレクトロニクス化」と「従来の電子回路
及び金属配線」の優位について，いくつかの典型的な応用事例（例えば，LSI
チップ内の回路ブロック間データ転送では，転送速度の向上と同時に電力消
費の低減が問われている，など）を具体的に設定するなどのベンチマークを行
うことで，実用化へ向けて開発テーマを適宜見直す際に有効である．
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第２期の光ケーブル付LSI基板や第３期の光電子集積インターポーザに求められる性
能やコストの目標設定に関しては，サーバ機器製造メーカと連携し，単に，開発対象
の集積回路チップ性能のみを注力するのではなく，適用対象全体のシステムレベルか
らトップダウンで目標設定を適切に行うことが重要．さらに，技術レベル主導のみなら
ず，出口戦略を具体化した産学官協働で推進する体制を強化する方策を検討するこ
とで，サーバの国際競争力が強化されると考えられる．
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●各テーマのキーポイントについての助言、提案

④超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発

• 基板間での光エレクトロニクス化の効果は実証されている．また，半導体チップ内にまで及ぶ開発
目的については「光エレクトロニクス化」と「従来の電子回路及び金属配線」の優位について，いく
つかの典型的な応用事例を具体的に設定するなどのベンチマークを行うことで，実用化へ向けて
開発テーマを適宜見直す際に有効である．

• 2013年9月の総合科学技術会議フォローアップ指摘事項に対する具体的方策について

A． 指摘事項「全体目標及びマイルストーンの明確化と計画の柔軟な見直し」に対する方策：

第２期の光ケーブル付LSI基板や第３期の光電子集積インターポーザに求められる性能やコストの
目標設定に関しては，サーバ機器製造メーカと連携し，システムレベルからトップダウンで目標設定を
適切に行うことが重要．さらに，技術レベル主導のみならず，出口戦略を具体化した産学官協働で推
進する体制を強化する方策を検討することで，サーバの国際競争力が強化されると考えられる．
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0.4V駆動デバイス技術開発については，既出のアプリケーションが求める半導体デバイス
の動作速度，集積規模，機能をその時期の最先端半導体デバイスとベンチマークする必要
がある．トレードオフがあるならば，「何等かのExcuseについて許容できるか？」（例えば，動
作速度に制約があるものの，集積規模が格段に小型化（従来比で）できる場合，モバイル
機器への搭載が，より容易になる，など），あるいは「出口として機能を限定したアプリを追
及できるか？」についての議論を，超低消費電力化指向の携帯機器メーカ等のアプリレイ
ヤーの方々と一緒に議論を進めていけば，より良い体制になると考えれる．

微細化の進展に伴う問題的（パラメータばらつきやリーク電流の増
大）により，半導体デバイスの低電圧化は限界に達していることを
解決する一手段として，新原理デバイスを活用する観点は重要．
ただし，新原理利用に伴う新たなリスクも発生する．特に，「実用
化」を推進するにあたり，デバイス性能はもちろん，インテグレー
ションし易さや材料コスト（レアメタル問題など）なども総合的に鑑
みて，新原理デバイスを取捨選択していく体制を検討してはどうか．
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